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共済業務・システム刷新に向けた中小機構の取組み

１ オンライン化に向けた進捗

（１）２つの共済制度の概要とシステム刷新の背景
（２）オンライン化の目的と下支えするための施策
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２ 小規模企業共済契約者貸付のオンライン化について

（１）小規模企業共済契約者貸付の現状と課題
（２）小規模企業共済契約者貸付のオンライン化と手続きの変更
（３）オンライン化に伴う主な変更点の比較
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【２つの共済制度】
「小規模企業共済制度」は、小規模企業者の退職金制度として認知され、１５０万人のお客様が加入している

共済制度です。

年間１０万人以上の方が新規に加入され、加入・保全・貸付・給付という業務処理は年間約１７０万件あり、

併せて約１０兆円の資産運用を実施しています。

「中小企業倒産防止共済制度」は、取り引き先の倒産など、もしもの時の資金調達手段となる共済制度です。

コロナ禍等経営環境が不透明なことや税制上の恩典から、新規加入は年々増加し足下で６万社を超え、５４万

社のお客様が加入されています。加入・保全・貸付・債権管理・解約という業務処理は年間約９２万件あり、約２

兆円の債券運用を実施しています。

【課題】
国としてデジタル社会の実現を目指す中、両共済制度に係る各種手続きは、直接取扱い窓口にお越しいただき紙

で申請いただくことを前提としたものであり、また手続きによっては月単位での時間を要するなど、手続のオンライン化をは

じめとするデジタル化に向けた改善余地が大きい状況です。

【現在の取組み】
これらの課題認識のもと、現在、中小機構では掛金請求収納サイクルの早期化や大量一括処理から１件処理への

変更等、BPRを基礎とした両共済制度の業務・システムの刷新を進めています。

（１）２つの共済制度の概要とシステム刷新の背景

中小機構は、２つの共済制度において 「いつでも」「どこでも」「スピーディ」なサービスを提供します。
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（４）オンライン利用率引上げの基本計画について①

・計画策定の経緯
令和２年１０月１２日に開催された、第１回デジタルガバメント ワーキング・グループ（現デジタ
ルワーキング・グループ）において、「個別分野におけるオンライン利用率の大胆な引上げ」の対象事
業の一つに、中小企業倒産防止共済及び小規模企業共済制度が選定された。
経済産業省では、両共済制度に係る「オンライン利用率引上げの基本計画」を作成し、令和２年
１２月４日にホームページで公表。（最終更新 令和3年10月25日）

・利用者目線での第三者チェックについて
（「基本計画策定のための作業方針」Ⅱ基本計画の記載事項⑧より抜粋）

「各府省は、少なくとも年に1回、スコアカードとその他の取組の進捗状況を示す資料を第三者委
員会や有識者・事業者団体に提示し、取組の妥当性・進捗度合等について、チェックを受ける。当
該第三者等に提示した資料を含め第三者チェックの概要等については公表する。」

（ 「オンライン利用率引上げの基本計画」５．６．より抜粋）

スコアカードについては、「中小企業政策審議会中小企業経営支援分科会共済小委員会の報
告の中で公表する」としている。
利用者目線での第三者チェックの方法と時期については、「中小企業政策審議会中小企業経営
支援分科会共済小委員会における計画の進捗に係る確認と公表。（毎年12月頃を想定）」とし
ている。
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※オンライン化後の新融資制度が適用されるのは切替予定時期以降、新たに契約を締結したものに限る。

項目 現行 オンライン化後

管理方法
代理店を通じた管理
（代理貸付）

中小機構による直接管理
（直接貸付）

貸付形態 証書貸付 極度貸付

貸付期間
貸付種類や貸付金額に応じて
6カ月、12カ月、24カ月、36カ月、60カ月

一律１年（自動延長）
償還は随時可能
償還がない場合、元金に利息繰入れを行い、1年自動延長

延滞利子

年14.6％
最大で、償還期日の翌日から法定弁済日の前日まで(12カ月)
発生

廃止
延滞した場合、利息繰入され貸付期間が自動延長となる
利息繰入により元金が極度額を超過した場合はその時点で法定
弁済となるため、いずれの場合も延滞利子は発生しない

オンライン化に伴う主な変更点の比較

【主な変更点】


